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1. はじめに
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書を策定するこの取り組みを歓迎する。本意見書は、高齢者を国際人権法における完全な権利主体として認める条約の策定を支持するものであり、特に、法制度および刑事司法制度への影響に重点を置きつつ、そのような文書の全体的な枠組み、構成、および指針となる原則に焦点を当てている。法的拘束力のある文書の必要性は、既存の枠組みにおいて権利が欠如していることから生じているわけではない。むしろ、多くの高齢者は国際人権法において「見えざる存在」であり続け、しばしば実現できる権利としてではなく、社会政策や福祉の枠組みを通じて扱われてきた。これは、特に障害分野で見られるパターンと共通しており、そこでは父権主義から権利に基づくアプローチへの転換が求められた。人口の高齢化は既存のアプローチの限界を露呈させ、また多くの法域（jurisdictions　訳注　国など。）において、エイジズム(年齢差別)が法、政策、制度的慣行の構造的特徴として根強く残っている。したがって、新たな条約は、既存の権利のくりかえしにとどまるべきではない。高齢者が他の者と平等な立場で権利を行使することを妨げる構造的障壁を取り除くことができる条約を策定しなければならない。本意見書は、そのような条約の策定に関連する数多くの重要課題、すなわち包括的枠組み、指針となる原則、構成、および高齢化、権利、犯罪、刑事司法制度の交差する点におけるいくつかの課題を論じている。
2. 包括的枠組みと指針となる原則
2.1 [bookmark: 2.1_A_Human_Rights-Based_Framework:_From]人権に基づく枠組み：エイジズムから権利保有者への転換
本条約は、エイジズムを排し、高齢者を権利、自律、および参加の主体として位置づける、わかりやすく明示的な人権に基づく枠組みに立脚すべきである。国連障害者権利条約（CRPD）の策定から得られる中心的な教訓は、法制度の内部での、人々に対する見方の相応の転換がなければ、権利の形式的な承認だけでは不十分であるということである。高齢化の文脈においても同様の転換が必要であり、状況や経験には重要な違いがあるものの、高齢者を対等な立場の権利保有者として位置づける必要性は依然として根本的なものであることを認識しなければならない。
2.2 [bookmark: 2.2_Participation_and_Voice:_“Nothing_Ab]参加と発言権：「私たち抜きに私たちのことを決めないで」
法的拘束力のある文書の策定と実施を支えるべき中心的な原則は、「私たち抜きに私たちに関する決定をしてはならない」である。高齢の権利保有者は、政策や保護の対象として受動的に扱われるのではなく、自らの生活に影響を与える法律や政策の形成における能動的な参加者として扱われなければならない。おそらく、この新しい文書の起草に向けた「心の叫び」は、「私たちの権利、私たちの発言、高齢者の声が先導する」となるだろう。「心の叫び」に基づく協議か、象徴的な協議か、形だけの協議かにかかわらず、協議では不十分である。必要なのは、法や政策の策定の全段階、さらにはその実施や監視において、有意義かつ持続的で、十分なリソースを伴った参加である。高齢の権利保有者は、権利侵害の特定、エイジズムの暴露、そして効果的な対応策の設計に不可欠な実体験を持ち込む。したがって、この文書は、こうした構造的な不利益に対処する実質的平等のモデルを採用しなければならない。
2.3 自律、法的能力、および実質的平等
多くの高齢者は、法的効力のある決定を行う権利の主体としてではなく、暗黙的にも明示的にも、ケアの受動的な受け手として位置づけられ続けている。これは、金銭的な決定や医療などの分野における意思決定において特に顕著である。新たな枠組みは、こうした前提に異議を唱え、支援付き意思決定を認める枠組みを組み込む必要がある。年齢に基づく差別は、定年制、医療へのアクセス格差、法的能力の制限などを通じて、法制度の中でしばしば常態化している。したがって、この枠組みは、不利益に対処する実質的平等のモデルを採用しなければならない。
2.4 この文書の中核的原則
[bookmark: _Hlk232718213]この文書の指針となる原則は、既存の人権法との連続性を反映するとともに、高齢者に影響している特異的な格差に対処する必要性を反映すべきである。この文書は、高齢者の生命とその社会への貢献がもっている、生来の尊厳と平等な価値を明確に認めるものでなければならない。
2.4.1 自律と法的能力
重要な原則として、自律と法的能力の承認が挙げられる。年齢に関連する認知機能評価を根拠として正当化されることが多い、代理意思決定制度の広範な利用は、深刻な人権上の懸念を引き起こしている。
2.4.2 [bookmark: 2.4.2_Participation_and_Inclusion]参加と包摂
この文書は、高齢者が自らの生活について法的に有効な決定を行う権利を明記し、また意思決定の行使および社会のあらゆる側面への参加を可能にするための支援を（必要に応じて）提供することを各国に義務付けるべきである。参加とは、広くかつ実質的な意味で理解されなければならない。それは形式的な包摂に限定されるものではなく、高齢者が社会的、政治的、法的、文化的活動に十分に関与することを妨げる障壁の除去を必要とするものである。
2.4.3 [bookmark: 2.4.3_Independent_Living,_Community_Incl]独立した生活、地域社会への包摂、および住み慣れた地域で歳を重ねること
[bookmark: _bookmark5]参加と包摂の原則もまた認められなければならない。高齢者は、政治的・公的活動を含む生活のあらゆる側面、および自身に影響を及ぼす決定に、全面的に参加する権利をもつべきである。これには、高齢化に関する法律や政策の策定への参加も含まれる。自立生活と地域社会への包摂の原則も同様に重要である。分離や施設入所は、多くの国において依然として高齢化政策の顕著な特徴であり、自由の剥奪に関する重大な懸念を引き起こしている。この文書は、高齢者が地域社会で生活し、必要に応じて支援を受ける権利を認めるべきである[footnoteRef:1]。この権利を具体化するにあたり、草案は、障害者権利委員会の法的理解（jurisprudence）、特に第19条の解釈と実質的に整合させるべきである。そこでは独立生活の権利と地域社会に包摂される権利の両方を保障している。またこの文書は、「住み慣れた場所で歳をとる」という概念に言及し、それが高齢者の実体験において中心的な位置を占めることを認めるとともに、この権利のより広範な理解、および自律、選択、地域社会への包摂を重視する観点から、それが完全に実現されるよう確保しなければならない。 [1:  国連人権理事会、「高齢者のすべての人権の享受に関する独立専門家報告書」、国連文書 A/HRC/39/50（2018年7月10日）、14～16ページを参照。] 

2.4.4 [bookmark: 2.4.4_Substantive_Equality_and_Intersect]実質的平等と交差性
前述の通り、実質的平等への希求（commitment）がすべての規定の基盤となるべきである。これには、国家が差別を禁止するだけでなく、構造的な不平等に対処し、権利への平等なアクセスを確保するための積極的な措置を講じることが求められる。またこの文書は、高齢化の交差的な性質を認めなければならない。高齢者は均質な集団ではなく、加齢の経験には、障害、ジェンダー、社会経済的地位、民族、その他のマイノリティとしてのアイデンティティなど、多様な要因が関わっている[footnoteRef:2]。したがって、この文書は、こうした複雑さを反映した交差性のアプローチを採用すべきである。 [2:  アマンダ・グレニエ、クリス・フィリップソン、リチャード・A・セッターステン・ジュニア（編）、「危うさと高齢化：晩年の不安定性とリスクの理解」（Policy Press 2021年）。] 

3. 高齢者の定義は？
「高齢者」をいかに定義するかという問題は、法的拘束力のある文書の策定において中心的かつ論争の的となり得る課題であり、初期段階から慎重な検討を要する。障害者権利条約の経験は参考になる[footnoteRef:3]。障害の定義をめぐる議論では、開放的で進化する概念を支持する立場と、義務の範囲を限定するためにより厳密な定義を求める立場との間に緊張関係が露呈した[footnoteRef:4]。高齢化の文脈においても、同様の力学が生じる可能性が高い。しかし、障害とは異なり、年齢はしばしば、定年退職、年金や社会福祉へのアクセス、サービス利用資格など、文脈によって異なる固定的な法的基準と結びついている。これは課題であると同時に機会でもある。厳格な暦年齢による定義は、恣意的な区別を強化し、加齢に伴う不利益を早期に、あるいは異なる形で経験する人々を保護の対象から漏らすリスクがある一方で、定義が全く存在しないのは実施の曖昧さを生む恐れがある。典型的な高齢者など存在しない[footnoteRef:5]。したがって、高齢者の経験の多様性を認識し、意図せず保護の範囲を狭めてしまうような定義を避けるため、柔軟かつ文脈に応じたアプローチを採用すべきである。この問題への早期の取り組みは、本条約の適用範囲と国家の義務の程度を形作る可能性が高いことから、不可欠となるだろう。 [3:  ジェラルド・クイン、チャールズ・オマホニー、「障害と人権：国際的人権保護をめぐる国連の新分野　教科書」（アボ・アカデミー大学人権研究所、トゥルク、2012年）、278-280頁。]  [4:  世界保健機関（WHO）、「高齢化と健康に関する世界報告」（2015年）、3頁。]  [5:  同上。] 

4. 条約の構成と権利の種類
[bookmark: _bookmark6][bookmark: _bookmark7][bookmark: _bookmark9]構成の面では、この文書は、確立された条約の慣行を反映しつつ、より最近の条約の教訓を取り入れた、明確かつ首尾一貫した構造を採用すべきである。前文では、本条約をより広い人権の枠組みの中に位置づけ、エイジズム（年齢差別）や人口動態の変化が及ぼす影響を明記するべきである。また、高齢化に対する権利に基づくアプローチへの転換の必要性を強調すべきである。条約本体では、一般原則および一般的義務に関する条項を含め、その後に実質的な権利を規定すべきである。実施の重要性を踏まえ、本条約には強固な監視メカニズムを含めるべきである。そこには、専用の条約体の設置、定期報告の手続き、および適切な、個別または集団的な苦情申立てなどが含まれる。他の条約機関の経験は、権利を実質的に実現する上で、こうしたメカニズムがいかに重要であるかを示している。
高齢者の権利に関する新たな法的拘束力のある文書の実質的な権利の部分について考える上で役立つ出発点は、それらの権利が、重複しつつも有用ないくつかのカテゴリーに分類されることを認識することである。実質的な権利は、いくつかの広範なグループから構成されると理解することができる[footnoteRef:6]。ここでも、将来の高齢者の権利に関する条約の設計を事前に検討する上で、同様のアプローチが有用であるかもしれない。 [6:  ジェラルド・クイン、チャールズ・オマホニー、「障害と人権：国連の国際的人権保護の新分野　教科書」（アボ・アカデミー大学人権研究所、トゥルク、2012年）、282-295ページ。] 

(i) 個人を守る権利
[bookmark: _Hlk233059132]これらは、高齢者を危害や虐待から守り、その尊厳とそのままの状態での保護(integrity)を確保することを目的とした権利である。高齢者の文脈においては、これには搾取、暴力、虐待、ネグレクトからの保護に加え、拷問、非人道的なまたは品位を傷つける扱いからの保護、ならびに身体的・精神的完全性(integrity)の尊重が含まれる。これらは、高齢者が特に高いリスクにさらされる可能性のある施設、ケア、医療、拘禁の現場において特に重要である。
(ii) 自律、選択、独立を回復・保障する権利
これらは、虐待から個人を守るための保護や安全確保にとどまらず、自身の生活に関する決定を下せる権利保有者としての地位を認め、支援する権利である。高齢者の文脈において、このカテゴリーには、法的能力、支援付き意思決定、プライバシー、家族生活、身体の自律、そして独立して生活し、地域社会に包摂される権利が含まれる。これらの権利は、依然として高齢化や高齢者への対応に影響している父権的な前提に抵抗する上で、特に重要である。
(iii) アクセスと参加の権利
これらの権利は、社会的、政治的、法的、文化的活動の主流への参画を阻む障壁を取り除くことに関わる。将来の高齢者に関する国際条約において、このカテゴリーには、アクセシビリティ、情報へのアクセス、司法へのアクセス、政治参加、および社会的・文化的・地域社会生活への参加が含まれる可能性がある。高齢者が権利の保有者として認められ、父権主義や代理意思決定を回避するためには、これらの権利が不可欠である。
(iv) 自由権
これらは、移動の自由、身体の自由と安全、および恣意的な自由の剥奪からの保護に関する権利である。高齢者の文脈においては、施設入所、ケア施設への非自発的入所、強制的ケアの実践、拘禁、および高齢受刑者の処遇に特に関連する。このカテゴリーは、「最善の利益」を根拠とした年齢に基づく先入観が自由の制限を正当化する文脈において特に重要である。
(v) 経済的、社会的、文化的権利
[bookmark: _bookmark10]これらの権利は、高齢者が地域社会において尊厳と安全を伴って生活できることを確保する上で中心的な役割を果たす。高齢化の文脈においては、これには健康、住居、社会的保障、ケアと支援、労働、および適切な生活水準に関する権利が含まれる。これらの権利は、自律、包摂、そして平等な立場で社会に参加するために必要な条件を確保することを目的とする。
これらのカテゴリーは厳密に区分されたものではなく、多くの権利が重複する。これは、権利の相互依存性と不可分性を反映しており、将来の条約が、保護、自律、参加、自由、およびサービスや支援へのアクセスとの間に人為的な区別を再現しないようにする必要があることを示している[footnoteRef:7]。しかし、それらは、将来の条約の実質的権利部分の想定される構造について考える上で有用な枠組みを提供する。 [7:  同上、268-269ページ。] 

この意見書では、犯罪、刑罰、権利、および刑事司法制度の文脈で生じる主要な権利問題のいくつかに特に焦点を当てる。
5. 高齢化と刑事司法の交差における主要な課題
本節では、高齢化、刑事司法、および人権が交差する点にあるいくつかの重要な問題を取り上げる。これらは、新たな法的拘束力のある文書の策定において、慎重かつ先を見越した検討を要するものである。障害者権利条約の起草および実施の経験から、特に法的能力、自由の剥奪、刑事責任に関連する特定の分野において、第12条および第14条に関して大きな議論が生じ、締約国による膨大な解釈宣言や留保につながったことが示されている。これらの問題は、国際人権法において最も複雑で議論の分かれる問題の一つであることが証明されている。
高齢化の文脈においても、特に自律、意思決定、および保護的または強制的な介入における国家の役割に関する疑問が生じる場合、同様の緊張が生じる可能性が高い。したがって、規範的枠組みを明確にし、国際人権法の開発における断片化（バラバラになること）を回避するのに役立つ可能性があるため、早い段階でこれらの議論に取り組むことに価値がある。また、高齢者に関する新たな枠組みは、障害の文脈で生じた未解決の問題を再検討する機会を提供する。障害分野の再検討がなされれば、締約国による高齢分野の条約の実施に必要な法改正の取り組みが、世界的なプログラムとして推進されることに役立つと思われる。
5.1 法的能力と刑事責任
[bookmark: _bookmark11][bookmark: _bookmark13]法的能力は、刑事司法の文脈において「ゲートキーパー的権利」として理解されなければならない[footnoteRef:8]。それは多くの点で、他のすべての権利を効果的に享受するための鍵となるものである[footnoteRef:9]。法の前での人格としての承認がなく、法的に有効な決定を下すことが許されない場合、高齢者は司法制度の中で自らの権利を主張し、行使し、または擁護しようとする際に、深刻な不利益に置かれることになる。法定代理人への指示、司法手続への参加、証言、および人権侵害への異議申し立ての能力は、すべて法的能力の承認に依存している。したがって、法的に有効な決定を行う能力を有する権利主体として高齢者を承認することは、捜査、公判、量刑、拘禁を含む刑事手続の全段階に直接的な影響を及ぼす。障害者権利条約の策定過程で見られたように、他者と対等な立場で法的能力を認めることは、意思決定権限を第三者に委ねるモデルからの大きな転換を意味する。 [8:  チャールズ・オマホニー、「法的能力と拘禁：人権監視機関の査察基準に対する国連障害者権利条約の意義」（2012）16(6)『国際人権ジャーナル』883頁。]  [9:  障害者権利委員会、第12条に関する一般的意見第1号（2014年）：法律面での平等な承認、国連文書CRPD/C/GC/1（2014年4月11日）を参照。] 

高齢化という文脈においては、精神的能力についての年齢関連の仮定が、特に刑事手続において、法的能力の制限につながるリスクがある。これは、裁判を受ける能力、証言、または法定代理人への指示能力などの分野で生じうる[footnoteRef:10]。新しい条約は、年齢のみをもって法的能力の否認や制限を正当化することは決してできないことを明確にし、高齢者が刑事手続に効果的に参加できるよう、各国に適切な支援を提供することを義務付けるべきである。 [10:  P.グッディングおよびC.オマホニー「裁判を受ける適格性欠如に関する法律と障害者権利条約：イングランド、ウェールズ、北アイルランド、オーストラリアの改革の比較」（2016年）44『国際法・犯罪・司法ジャーナル』122頁。] 

5.2 刑事手続きの回避、支援、および刑事手続きに代わる措置
法的能力の認定にあたっては、刑事司法制度における「転向措置」（diversion）の運用についても慎重な検討が必要である。実務上、高齢者、とりわけ支援を必要とする高齢者は、正式な刑事手続きから外され、ケアや治療の場へと転向させられることがある。転向措置は、高齢者に対する投獄がもたらす不均衡かつしばしば有害な影響を回避する上で重要な役割を果たし得る一方で、手続き上の保障措置が非公式または行政的な管理に置き換えられる結果となる場合、重大な人権上の懸念を引き起こす。障害の文脈、特にCRPD（障害者権利条約）に基づく議論を踏まえると、転向措置が適正手続きの権利を回避する手段として、あるいは同意なしに強制的な介入を課す手段として利用されないよう確保する必要がある[footnoteRef:11]。 [11:  障害者の権利委員会、「障害者権利条約第14条に関する指針：障害者の自由及び安全に対する権利」（2015年9月）、パラ21。] 

5.3 高齢受刑者
高齢化と人権に関して見過ごされがちな側面の一つは、拘禁施設の高齢者の立場である[footnoteRef:12]。受刑者人口は伝統的に若い男性が大部分を占めてきたが、多くの国で、高齢の受刑者へと向かう明確かつ持続的な人口的変化が見られる[footnoteRef:13]。この傾向は、刑期の長期化、量刑慣行の変化、欧州における死刑の廃止など、複数の要因によって引き起こされており、その結果、高齢になっても長期刑や終身刑に服している人々の層が増大している。 [12:  欧州評議会「欧州刑務所規則」（欧州評議会出版局2006年、2020年改訂版）、129頁。]  [13:  国際刑事改革、「拘禁下にある高齢者：予防的監視の枠組み」（PRI2021年）。参照：https://cdn.penalreform.org/wp-content/uploads/2021/06/PRI_DMT-Older-persons_WEB.pdf] 

[bookmark: _bookmark14][bookmark: _bookmark18]こうした変化にもかかわらず、刑務所制度は依然として、若く身体的に健康な受刑者のニーズや能力を中心に構築されている。刑務所の物理的設計や日常生活の運営は、高齢化の現実に対応できていない場合が多い。エレベーターのない多階建ての収容施設、急勾配の階段、安全に昇降できない二段ベッド、そして場所間の迅速な移動を要求する生活様式はすべて、多くの高齢受刑者には当てはまらない身体能力に関する制度的な前提を反映している[footnoteRef:14]。その結果、収容されている高齢者は、単に制度の設計が彼らを念頭においていないという理由だけで、間接的な差別を受けたり、活動から排除されたり、サービスへのアクセスが制限されたりする可能性がある。欧州評議会はこれらの課題を認識しており、刑務所の環境や管理体制は高齢受刑者には不適切な場合が多く、人道的な処遇と尊厳を確保するためには修正が必要であると指摘している[footnoteRef:15]。 [14:  欧州評議会、「欧州刑務所規則」（欧州評議会出版局、2006年、2020年改訂版）、129ページ。]  [15:  同上。] 

この新たな現実が示しているのは、法的に拘束力を持つ新たな文書では、被拘禁の高齢者の権利に明示的に言及することの重要性である。これには、平等に関する一般的な保障以上のものが必要となる。具体的には、アクセシビリティ、合理的配慮、拘禁中の人道的な処遇、医療および支援へのアクセスに関する具体的な義務、ならびに正当な目的を果たさなくなった場合の継続的な拘禁に代わる措置の検討が求められる。
5.4 搾取、暴力、虐待
搾取、暴力、および虐待の防止には、この文書での明示的かつ的を絞った認識が必要である。高齢の権利保有者は、経済的搾取、強制的支配、ケア現場におけるネグレクト、ならびに病院、居住型ケア施設、拘留施設などの施設環境内での虐待など、独特で、しばしば十分に認識されていない形態の被害に直面している[footnoteRef:16]。これらの犯罪は、依存関係、信頼関係、および不平等な力関係という文脈で頻繁に発生し、高齢者の可視性や信頼性を損なうエイジズムの先入観によって、しばしば覆い隠されてしまう[footnoteRef:17]。既存の人権枠組みは、非人道的かつ品位を傷つける扱いおよび拷問を禁止しているが、その基準を満たさない特定の虐待形態を十分には捉え切れていない。搾取、暴力、虐待が発生する状況で生活している高齢者は少なくない。施設環境、ケア関係、社会的孤立は、虐待が発生しやすく、かつ発見や通報がされにくい環境を作り出す仕組みを生み出している。しかし国内法は、この仕組みに対応できていないことが多い。障害者権利条約第16条で採用されたアプローチは、有用かつ示唆に富むモデルを提供している[footnoteRef:18]。この条項は、予防、保護、回復、説明責任を包括する枠組みの必要性を認めるとともに、リスクの高い人々を支援するための施設やプログラムを監視する義務を定めている。高齢化の文脈においても、同様のアプローチが求められる。高齢者、特に施設やケアの現場で直面するリスクは、単なる禁止にとどまらず、制度的かつ予防的な義務へと踏み出すことの重要性を示している。この条約に、搾取、暴力、虐待に関する専用の実質的規定を設けるべき強い根拠がある。　 [16:  欧州基本権庁、「ケアの場＝安全な場所か？施設における障害者への暴力」（欧州連合出版局、2025年）。]  [17: 世界保健機関（WHO）、「エイジズムに関する世界報告」（WHO 2021年）。]  [18:  ジュディ・レイン「精神障害者への暴力、搾取および虐待の防止:国連障害者権利条約第16条の監視上の含意の検討」（2017）『International Journal of Law and Psychiatry』第53巻、27頁を参照。] 

5.5 司法へのアクセス
司法へのアクセスは高齢者の権利における極めて重要な側面であるが、依然として、法的支援を最も必要とする人々が最も大きな障壁に直面している分野の一つが、この司法へのアクセスの分野である。高齢者は、権利への認識の不足、依存関係や力の不均衡、制約の多い法律扶助の枠組み、アクセシブルでない手続き、デジタル・ディバイド、司法制度内のエイジズムの態度など、司法へのアクセスにおいて複数の障壁が重なり合って立ちはだかっている[footnoteRef:19]。これは刑事司法制度において特に顕著であり、高齢者は被害者、証人、被告人、あるいは受刑者として関与する可能性がある。これらの役割のいずれにおいても、司法制度は高齢化の現実を考慮に入れていないことが多く、その結果、排除、参加の機会の減少、そして場合によってはアクセスの拒否を招いている。 [19:  OECD、「人間中心の司法のためのOECD枠組みおよび優良事例原則」（OECD2021年）、35ページ。] 

[bookmark: _bookmark20]司法へのアクセスは、現在では国際人権法において独立した実質的な権利として認められており、その最も明確な規定は障害者権利条約第13条に見られる。この条項の導入は、あらゆる権利を効果的に享受するためには、司法制度への他の者と平等なアクセスと参加が可能であることが不可欠であることを認めるという、重要な転換点を示した[footnoteRef:20]。この規定の策定は、権利の実現を強制する仕組みがなければ、権利の形式的な保障だけでは不十分であるという、より広範な認識を反映している。高齢者の権利に関する新たな法的拘束力のある文書という文脈において、司法へのアクセスは、権利の全体的な枠組みの中核的要素として、同様に慎重な検討がなされなければならない。これは、構造的・制度的な障壁が、効果的な救済措置を求める高齢者の前に依然として立ちはだかっていることを考慮すると、特に重要である。 [20:  20チャールズ・オマホニー『司法へのアクセス：国連障害者権利条約第13条に関するベースライン調査』（アイルランド人権・平等委員会、2024年、第2章参照）。] 

[bookmark: _bookmark21]この文脈で、「障害者の司法へのアクセスに関する国際原則及び指針」[footnoteRef:21]も参考となる。これは障害分野で策定されたものであるが、法的手続きへの効果的な参加を確保する上で、年齢に応じた配慮や支援の重要性を明示的に認めている。特に、序文では「手続き的配慮および年齢に応じた配慮」の必要性に言及しており、原則3では、司法への平等なアクセスを確保するために「性別および年齢に応じた個別の手続き的配慮」を求めている。これらの原則は、司法制度への実効的な参加が形式的な平等だけでは確保できないことを強調している点で、高齢者にとっても重要である。それには、年齢の現実や、刑事司法その他の司法の場や手続きにおいて生じる障壁に対応した、実践的な調整、支援、および手続きの設計が必要である。 [21:  国連人権特別手続、『障害者の司法へのアクセスに関する国際原則およびガイドライン』（ジュネーブ、2020年8月）。] 

こうした文脈において、手続的配慮の提供は不可欠である。国際人権法、特に障害者に関する分野における進展を踏まえると、こうした配慮は、裁量的または条件付きの措置として理解されるべきではない。むしろ、公正な裁判を受ける権利および司法制度への実効的な参加の、直ちに求められる、不可欠な構成要素として認識されるべきである。比例原則や過度の負担という観点から捉えられることが多い合理的配慮とは異なり、司法の文脈における手続上の配慮は、権利行使を可能にする権利としての司法へのアクセスが持つ根本的な重要性を反映し、妥協の余地のない義務として扱われなければならない。
「手続的配慮：司法へのアクセスという文脈において、特定の事案で必要とされる場合、障害者が他の人と平等に参加することを確保するために必要かつ適切な、あらゆる変更および調整。合理的配慮とは異なり、手続上の配慮は『不均衡な負担または過度の負担』によって制限されない。」[footnoteRef:22] [22:  同上、9ページ。] 

したがって、高齢者の権利に関する法的拘束力のある文書には、司法制度がアクセシブルであり、高齢者に適したものであり、かつニーズに応えるものであることを確保するための、国家に対する明確かつ具体的な義務を含めるべきである。これには、手続への参加を可能にするための適切な支援の提供、手続や環境の修正、および高齢者に関連する障壁や差別を認識し対応できるようにするための司法部門の専門職を対象とした研修が含まれる。
6. 結論
[bookmark: _bookmark24]高齢者の権利に関する法的拘束力のある文書の策定は、国際人権法における長年の欠落に対処し、エイジズムや排除という構造的な現実に立ち向かうための重要な機会である。この文書が実効性を発揮するためには、高齢者を他の人々と同等の権利保有者として位置づける、明確かつ首尾一貫した枠組みを確立しなければならない。そのためには、保護の範囲が十分に柔軟で包括的であり、実体験に即したものであることを確保するための高齢（期）の定義など、早期かつ慎重な検討が必要である。また、特に法的能力、自由の剥奪、刑事司法に関連する複雑で議論の分かれる分野に直接取り組む意欲も求められる。この枠組みの正当性と有効性は、その策定における高齢者の有意義な参加にかかっている。これは形式的な協議にとどまらず、特にグローバル・サウス（南半球）の高齢者を代表する組織との、持続的かつ十分な資源を伴う関与を含まなければならない。こうした投資がなければ、この枠組みが、高齢化の多様な経験や、その影響を最も受ける人々の現実を反映できないリスクがある。この枠組みは、保護を強化するだけでなく、今後数十年にわたる包括的な立法・政策改革の基盤となる可能性を秘めている。明確なものとして、かつ大志を持って策定されれば、高齢化社会に対して有意義かつ持続的な改善をもたらし、高齢者が原則上だけでなく実践においても、社会の完全かつ平等な参加者として認められることを保証できるだろう。

（翻訳・佐藤久夫、　　　　）
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